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（ 別 紙 ） 

 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林水産省農村振興局企画部長通知）の一部改正について 

新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 現     行 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数 

 

１～３ ［略］ 

 

４ 消費者物価指数及び支出済費用換算係数 

 

（１）消費者物価指数は次表に示すところによる。 

（令和２年度＝１００）    

年 度 消費者物価指数 

昭和４５年度 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

３１．４ 

３３．３ 

３５．２ 

４０．７ 

４９．１ 

５４．３ 

５９．５ 

６３．６ 

６６．０ 

６９．２ 

７４．５ 

７７．４ 

７９．４ 

８０．９ 

８２．７ 

８４．３ 

 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数 

 

１～３ ［略］ 

 

４ 消費者物価指数及び支出済費用換算係数 

 

（１）消費者物価指数は次表に示すところによる。 

（令和２年度＝１００）    

年 度 消費者物価指数 

昭和４５年度 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

３１．４ 

３３．３ 

３５．２ 

４０．７ 

４９．１ 

５４．３ 

５９．５ 

６３．６ 

６６．０ 

６９．２ 

７４．５ 

７７．４ 

７９．４ 

８０．９ 

８２．７ 

８４．３ 
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改  正  後 現     行 

 

年 度 消費者物価指数 

６１ 

６２ 

６３ 

平成  元 

  ２ 

  ３ 

  ４ 

  ５ 

  ６ 

  ７ 

  ８ 

  ９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

８４．３ 

８４．７ 

８５．４ 

８７．８ 

９０．５ 

９３．０ 

９４．６ 

９５．７ 

９６．１ 

９５．９ 

９６．３ 

９８．２ 

９８．４ 

９７．９ 

９７．３ 

９６．４ 

９５．８ 

９５．６ 

９５．５ 

９５．３ 

９５．５ 

９５．９ 

９６．９ 

９５．３ 

９４．８ 

９４．７ 

９４．５ 

９５．３ 

 

 

年 度 消費者物価指数 

６１ 

６２ 

６３ 

平成  元 

  ２ 

  ３ 

  ４ 

  ５ 

  ６ 

  ７ 

  ８ 

  ９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

８４．３ 

８４．７ 

８５．４ 

８７．８ 

９０．５ 

９３．０ 

９４．６ 

９５．７ 

９６．１ 

９５．９ 

９６．３ 

９８．２ 

９８．４ 

９７．９ 

９７．３ 

９６．４ 

９５．８ 

９５．６ 

９５．５ 

９５．３ 

９５．５ 

９５．９ 

９６．９ 

９５．３ 

９４．８ 

９４．７ 

９４．５ 

９５．３ 
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改  正  後 現     行 

 

年 度 消費者物価指数 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和  元 

 ２ 

  ３ 

９８．１ 

９８．３ 

９８．３ 

９９．０ 

９９．７ 

１００．２ 

１００．０ 

１００．１ 

（注）最終年度の翌年度の消費者物価指数は、原則として、最近３か月以上の月

別消費者物価指数の対前年同月増減率の平均値に基づき算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 消費者物価指数 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和  元 

 ２ 

   

９８．１ 

９８．３ 

９８．３ 

９９．０ 

９９．７ 

１００．２ 

１００．０ 

（注）最終年度の翌年度の消費者物価指数は、原則として、最近３か月以上の月

別消費者物価指数の対前年同月増減率の平均値に基づき算出する。 
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改  正  後 現     行 

（２）支出済費用換算係数は、次のＡ表に示すところによる。なお、昭和４９年

度以前の支出済費用換算係数は、Ａ表の昭和５０年度の支出済費用換算係数

にＢ表の昭和５０年度基準換算係数を乗じて算出する。 

 

（Ａ表）支出済費用換算係数 

年 度 支出済費用換算係数 

昭和５０年度 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成  元 

  ２ 

  ３ 

  ４ 

  ５ 

 ６ 

  ７ 

  ８ 

  ９ 

１０ 

２．２５３ 

２．１３４ 

２．０３２ 

１．９４９ 

１．７８８ 

１．６１９ 

１．５８３ 

１．５４７ 

１．５４１ 

１．５３１ 

１．５３０ 

１．５５１ 

１．５５９ 

１．５２７ 

１．４６５ 

１．４０７ 

１．３５１ 

１．３３０ 

１．３１８ 

１．３１３ 

１．２９４ 

１．２８６ 

１．２６３ 

１．２８７ 

 

（２）支出済費用換算係数は、次のＡ表に示すところによる。なお、昭和４９年

度以前の支出済費用換算係数は、Ａ表の昭和５０年度の支出済費用換算係数

にＢ表の昭和５０年度基準換算係数を乗じて算出する。 

 

（Ａ表）支出済費用換算係数 

年 度 支出済費用換算係数 

昭和５０年度 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成  元 

  ２ 

  ３ 

  ４ 

  ５ 

 ６ 

  ７ 

  ８ 

  ９ 

１０ 

２．０８６ 

１．９７６ 

１．８８２ 

１．８０５ 

１．６５５ 

１．４９９ 

１．４６６ 

１．４３２ 

１．４２７ 

１．４１８ 

１．４１７ 

１．４３６ 

１．４４４ 

１．４１４ 

１．３５７ 

１．３０３ 

１．２５１ 

１．２３１ 

１．２２１ 

１．２１６ 

１．１９８ 

１．１９１ 

１．１６９ 

１．１９２ 
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改  正  後 現     行 

 

年 度 支出済費用換算係数 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和  元   

 ２ 

 ３ 

１．２９８ 

１．２９４ 

１．３１０ 

１．３１４ 

１．３１５ 

１．２９４ 

１．２５０ 

１．２２８ 

１．２１８ 

１．１４７ 

１．１８０ 

１．１６９ 

１．１５４ 

１．１９９ 

１．１４９ 

１．１１９ 

１．１１８ 

１．１３６ 

１．０９３ 

１．０８８ 

１．０６９ 

１．０８０ 

１．０００ 

（注）最終年度の翌年度の支出済費用換算係数は、原則として、企業物価指数（日

本銀行）その他の資料により算出される最近３か月以上の月別物価指数の対

前年同月増減率の平均値に基づき算出する。 

 

（Ｂ表）昭和５０年度基準換算係数 ［略］ 

 

年 度 支出済費用換算係数 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和  元   

 ２ 

  

１．２０１ 

１．１９８ 

１．２１３ 

１．２１６ 

１．２１７ 

１．１９８ 

１．１５７ 

１．１３７ 

１．１２８ 

１．０６２ 

１．０９２ 

１．０８３ 

１．０６８ 

１．１１１ 

１．０６４ 

１．０３６ 

１．０３５ 

１．０５２ 

１．０１２ 

１．００７ 

０．９９０ 

１．０００ 

 

（注）最終年度の翌年度の支出済費用換算係数は、原則として、企業物価指数（日

本銀行）その他の資料により算出される最近３か月以上の月別物価指数の対

前年同月増減率の平均値に基づき算出する。 

 

（Ｂ表）昭和５０年度基準換算係数 ［略］ 

  



（ 別 紙 ）

土地改良事業の費用対効果分析に
必要な諸係数

令和５年４月

農村振興局整備部土地改良企画課
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土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数

１ 還元率の算定に必要な係数

（１）還元率の算定に必要なｉ及びｎの値は次に示すところによる。

ｉ（割引率）＝０.０４

ｎ（当該施設耐用年数）は、次表に示す施設区分及び構造物区分ごとの標準耐用

年数による。

施 設 区 分 構 造 物 区 分 標準耐用年数

貯 水 池 ダム、ため池 ８０ 年

頭 首 工
コンクリ－ト ５０

石 積 ４０

水 門
鋼 ３０

（樋体暗渠を含む）

鉄筋コンクリ－ト､コンクリ－トブロック ４０

コンクリ－ト二次製品、管路、矢板 ２０～４０

用 排 水 路 練 石 積 ３０

空 石 積 ２０

水 土 水 路 １０～２０

隧 道
巻 立 ５０

素 掘 ４０

路 水 路 橋 鉄筋コンクリ－ト、鉄骨 ５０

暗 渠 鉄筋コンクリ－ト ５０

サ イ フ ォ ン 鉄筋コンクリ－ト、管路 ５０

鉄筋コンクリ－ト ４５

建 物 鉄 骨 ３５

木 造 ２０

用 排 水 機 ポンプ及び原動機を一括 ２０

水 管 理 施 設 管理制御機械装置及び通信施設を一括 １０

堤 防 １００

干 拓 閘 門 ５０

排 水 門 ３０

地利 集 水 暗 渠 ヒュ－ム管、コンクリ－ト管、石積 １５

下

水用 井 戸 巻立、管 ３０
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施設区分 構 造 物 区 分 標準耐用年数

コンクリ－ト敷 １５

農 路 面 アスファルト敷 １０

砂 利 敷 １５

路 盤 、 路 床 ４０

道
橋 梁

鉄筋コンクリ－ト ６０

鉄骨 ４５

区 画 整 理
整地工のみ １００

整地工、小用排水路、耕作道等一括 ３０～４０

暗 渠 排 水
完全暗渠 １５～３０

簡易暗渠 １０～１５

客 土
泥炭地における客土 １５～３０

その他 ３０～５０

かんがい排水事業 ため池施設を含むもの ５５

施設区分が明瞭 機械施設を含むもの ２５

でない関連事業 ため池、機械施設を含まないもの又は
２０～３０

の場合のみ使用 明らかでないもの

索 道 機械施設を含む １０～１５

ス プ リ ン ク ラ － ５～１０

発 電 施 設 水車及び発電機を一括 ２０

鳥 獣 侵 入 防 止 柵 金属造、主として木造 １５

開 畑 ・ 開 田 １００

防 風 林 １００

施 設 用 地 買収用地 １００

２ 作物生産効果等の算定に必要な生産物単価並びに純益率及び所得率

（１）生産物単価

生産物単価は、生産者の販売価格（農家受取価格）によるものとし、原則として、

事業地区における平均的な品種、品質のものの最近５か年の各年の価格（明らかに

異常な価格と認められる年を除く各年の出回り期における平均価格）を消費者物価

指数により事業計画時に換算したものの平均価格による。
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（２）純益率及び所得率

作物ごとの作付面積の増減及び単位面積当たり収量の増加に係る純益率及び所得

率は次による。

ア 主要な作物については、次表に示すところによる。

純 益 率 所 得 率

作 物 名

作付増減 単収増加 作付増減 単収増加

水 稲
水 稲

北海道 ２０ ７８ ４４ ８４

都府県 － ７１ ２３ ７９

米 粉 用 米 － － － １３

飼 料 用 米 － － － －

加 工 用 米 － ６６ ８ ７５

大 麦 ５ ７４ ２１ ７８

麦 類
小 麦

田 － ５９ － ６４

畑 － ６３ － ６５

大 豆
田 － ７１ １３ ７６

豆 類 畑 － ７３ ２０ ７８

ら っ か せ い １７ ７８ ５８ ８８

そ の 他 豆 類 ２０ ７８ ３３ ８２

な す 、 ピ ー マ ン ９ ７６ ５２ ８７

果 実 的 野 菜 ６ ７５ ４３ ８４

そ の 他 果 菜 類 １１ ７６ ４６ ８５

野 菜 ねぎ、ほうれん草 ５ ７５ ４８ ８６

そ の 他 葉 茎 菜 類 ２０ ７８ ４２ ８４

さ と い も １０ ７６ ５５ ８７

そ の 他 根 菜 類 １６ ７７ ４２ ８４

か ん し ょ － ６５ ３６ ８２

工芸作物 原料用ばれいしょ － ６９ ６ ７４

茶 － ７３ ２５ ７９

み か ん － ６８ ２２ ７８

り ん ご － ６９ ３３ ８１

果 樹 か き － ７３ ３４ ８２

な し － ６８ ３２ ８１

も も ４ ７４ ４２ ８４

ぶ ど う － ６９ ３９ ８３

飼料作物 北 海 道 １１ ２２ ２９ ４０

（牛乳）

都 府 県 ９ １２ ２７ ２９
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イ その他の作物（アに掲げる作物であって、事業地区の実態からみてアの純益率、

所得率によることが著しく不適当と認められる作物を含む。）については、原則

として、事業地区における生産費等に基づき次式により算出する。この場合にお

いて、事業地区における生産費等は、原則として、最近５か年の「農業経営統計

調査」（農林水産省統計部）又はこれに準ずる資料の平均値によるものとするが、

事業地区の実態からみて「農業経営統計調査」等によることが著しく不適当であ

ると認められる場合にあっては、当該事業地区の経営計画等によるものとする。

単位当たり生産費
作付増減１００－ ×１００

純益率 単位当たり主産物価額

単収増加１００－（１００－作付増減純益率）×α

単位当たり他給費用
作付増減１００－ ×１００

所得率 単位当たり主産物価額

単収増加１００－（１００－作付増減所得率）×β

（注）生産費＝第２次生産費－（水利費＋地代）

他給費用＝生産費－家族労働費－（自給肥料費＋畜力費）×０.４

α（作付増減生産費に対する単収増加生産費の比率）＝０.２６９

β（作付増減他給費用に対する単収増加他給費用の比率）＝０.２７７

３ 国土造成効果の算定に必要な利子率

国土造成効果の算定に必要な利子率は０.０４とする。
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４ 消費者物価指数及び支出済費用換算係数

（１）消費者物価指数は次表に示すところによる。

（令和２年度＝１００）

年 度 消費者物価指数 年 度 消費者物価指数

昭和４５年度 ３１．４ 平成１０年度 ９８．４

４６ ３３．３ １１ ９７．９

４７ ３５．２ １２ ９７．３

４８ ４０．７ １３ ９６．４

４９ ４９．１ １４ ９５．８

５０ ５４．３ １５ ９５．６

５１ ５９．５ １６ ９５．５

５２ ６３．６ １７ ９５．３

５３ ６６．０ １８ ９５．５

５４ ６９．２ １９ ９５．９

５５ ７４．５ ２０ ９６．９

５６ ７７．４ ２１ ９５．３

５７ ７９．４ ２２ ９４．８

５８ ８０．９ ２３ ９４．７

５９ ８２．７ ２４ ９４．５

６０ ８４．３ ２５ ９５．３

６１ ８４．３ ２６ ９８．１

６２ ８４．７ ２７ ９８．３

６３ ８５．４ ２８ ９８．３

平成 元 ８７．８ ２９ ９９．０

２ ９０．５ ３０ ９９．７

３ ９３．０ 令和 元 １００．２

４ ９４．６ ２ １００．０

５ ９５．７ ３ １００．１

６ ９６．１

７ ９５．９

８ ９６．３

９ ９８．２

（注）最終年度の翌年度の消費者物価指数は、原則として、

最近３か月以上の月別消費者物価指数の対前年同月増

減率の平均値に基づき算出する。
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（２）支出済費用換算係数は、次のＡ表に示すところによる。なお、昭和４９年度以前

の支出済費用換算係数は、Ａ表の昭和５０年度の支出済費用換算係数にＢ表の昭和

５０年度基準換算係数を乗じて算出する。

（Ａ表）支出済費用換算係数

年 度 支出済費用換算係数 年 度 支出済費用換算係数

昭和５０年度 ２．２５３ 平成１１年度 １．２９８

５１ ２．１３４ １２ １．２９４

５２ ２．０３２ １３ １．３１０

５３ １．９４９ １４ １．３１４

５４ １．７８８ １５ １．３１５

５５ １．６１９ １６ １．２９４

５６ １．５８３ １７ １．２５０

５７ １．５４７ １８ １．２２８

５８ １．５４１ １９ １．２１８

５９ １．５３１ ２０ １．１４７

６０ １．５３０ ２１ １．１８０

６１ １．５５１ ２２ １．１６９

６２ １．５５９ ２３ １．１５４

６３ １．５２７ ２４ １．１９９

平成 元 １．４６５ ２５ １．１４９

２ １．４０７ ２６ １．１１９

３ １．３５１ ２７ １．１１８

４ １．３３０ ２８ １．１３６

５ １．３１８ ２９ １．０９３

６ １．３１３ ３０ １．０８８

７ １．２９４ 令和 元 １．０６９

８ １．２８６ ２ １．０８０

９ １．２６３ ３ １．０００

１０ １．２８７

（注）最終年度の翌年度の支出済費用換算係数は、原則として、

企業物価指数（日本銀行）その他の資料により算出される

最近３か月以上の月別物価指数の対前年同月増減率の平均値

に基づき算出する。
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（Ｂ表）昭和５０年度基準換算係数

（昭和５０年度＝１.００）

年 度 換 算 係 数 年 度 換 算 係 数

４９ １.０６ ２４ ８.１６

４８ １.３７ ２３ １３.０２

４７ １.６４ ２２ ２４.１９

４６ １.７６ ２１ ８９.６０

４５ １.８６ ２０ ３４６.７２

４４ ２.００ １９ ５３４.１４

４３ ２.１４ １８ ７０７.６２

４２ ２.２６ １７ ７６９.１０

４１ ２.３８ １６ ８７４.１４

４０ ２.５０ １５ ９１１.９７

３９ ２.６２ １４ ９４３.０８

３８ ２.７９ １３ １,１２２.２９

３７ ２.９１ １２ １,２２１.６０

３６ ３.１７ １１ １,３６７.９５

３５ ３.５１ １０ １,３８７.８７

３４ ３.７３ ９ １,４１３.７５

３３ ３.８８ ８ １,４４４.８６

３２ ３.８１ ７ １,５０６.５９

３１ ４.０６ ６ １,５００.３７

３０ ４.２３ ５ １,２８５.０７

２９ ４.２１ ４ １,０７３.０１

２８ ５.２５ ３ １,０４８.１２

２７ ５.９７ ２ １,０４４.６３

２６ ６.５５ １ ９８９.３８

２５ ７.６９



事 務 連 絡  

令和５年４月３日  

 

各地方農政局 農村振興部 土地改良管理課長 

国土交通省北海道開発局 農業水産部 農業計画課長 

内閣府沖縄総合事務局 農林水産部 農村振興課長 

北海道 農政部 農村計画課長 

 

農林水産省農村振興局整備部       

土地改良企画課課長補佐（事業効果班）  

 

 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について 

 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等を以下のとおり連絡するので参考にさ

れたい。 

 

１ 消費者物価指数（推定値） 

年 度 消費者物価指数 

令和４年度 １０３．２ 

  ※ 消費者物価指数は、令和２年度を基準（100.0）とした場合の指数である。 

 

２ 支出済費用換算係数（推定値） 

別紙のとおり。 

 

３ 国営土地改良事業の農家負担年償還額の算定に必要な利子率 

年 度 利 子 率 

令和５年度 ２％ 

 

 

殿 



（ 別 紙 ） 

（Ａ表）支出済費用換算係数（推定値） 

年 度 支出済費用換算係数  年 度 支出済費用換算係数 

昭和５０年度 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成  元   

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２．４８９ 

２．３５７ 

２．２４５ 

２．１５３ 

１．９７５ 

１．７８８ 

１．７４９ 

１．７０９ 

１．７０２ 

１．６９２ 

１．６９０ 

１．７１３ 

１．７２３ 

１．６８７ 

１．６１８ 

１．５５５ 

１．４９２ 

１．４６９ 

１．４５６ 

１．４５０ 

１．４２９ 

１．４２０ 

１．３９５ 

１．４２２ 

１．４３３ 

１．４２９ 

１．４４７ 

１．４５１ 

１．４５２ 

１．４２９ 

１．３８１ 

１．３５６ 

１．３４６ 

 平成２０年度 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和  元   

 ２ 

 ３ 

 ４ 

１．２６７ 

１．３０３ 

１．２９２ 

１．２７４ 

１．３２５ 

１．２６９ 

１．２３６ 

１．２３５ 

１．２５５ 

１．２０７ 

１．２０１ 

１．１８１ 

１．１９３ 

１．１０５ 

１．０００ 

 



（参　考）

労務単価について（関東農政局作成）

（参　考）

米生産に係る労賃単価

区　　　　　　分 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 静岡県

米生産に係る労賃単価 1,629 1,623 1,426 1,598 1,685 - - - 1,389 1,811

担当：関東農政局農村振興部土地改良管理課
農政調整官（開発）　吉原

　農業部門の労賃単価は、地区の実態に即し、地区及び地区周辺の協定料金並びに農業委員会及び農業協同組合等における雇用労賃によるもの
とする。
　参考として米生産に係る労賃単価を以下に示す。なお、労賃単価として使用する場合は価格修正因子を乗ずる必要があるが、平成19年度より価格
修正因子（※）を算出するための調査が廃止されているため、都県における労賃単価の検討の際には取り扱いに留意されたい。

　※価格修正因子（デフレーター）：農業雇用労働賃金の当年１月～８月の対前年比伸び率（平均値）

（単位：円／時間）

　出展：　労賃単価は、「農業経営統計調査令和３年産米生産費統計（個別経営）」の10ａ当たり家族労働費及び同家族労働時間より算出した。



米生産費調査結果　

家族 労働賃金 家族 労働賃金 家族 労働賃金
都県名 家族労働費 労働時間 単価 家族労働費 労働時間 単価 家族労働費 労働時間 単価

① ② ①/② ① ② ①/② ① ② ①/②
円 hr 円/hr 円 hr 円/hr 円 hr 円/hr

茨城県 32,947 20.23 1,629 26,719 16.70 1,600 25,693 15.68 1,639
栃木県 31,683 19.52 1,623 32,093 19.46 1,649 34,063 20.26 1,681
群馬県 25,891 18.16 1,426 24,608 16.82 1,463 21,770 15.19 1,433
埼玉県 38,461 24.07 1,598 44,314 26.10 1,698 43,994 26.07 1,688
千葉県 42,284 25.09 1,685 42,828 25.36 1,689 44,765 26.87 1,666
東京都 - - - - - - - - -
神奈川県 x x - x x - x x -
山梨県 x x - x x - x x -
長野県 38,164 27.47 1,389 37,788 26.53 1,424 46,558 32.94 1,413
静岡県 60,401 33.35 1,811 66,318 36.80 1,802 72,393 41.58 1,741

avg. 38,547 23.98 1,607
※利用上の注意

本調査は、全国推計を目的に必要な標本数を都道府県別に配分したものであり、調査結果が県平均値を代表していない場合があるので、利用に当たっては留意されたい。

令和元（平成31）年産
米生産費統計（個別経営）　１０ａ当たり米生産費統計（個別経営）　１０ａ当たり

令和３年産
米生産費統計（個別経営）　１０ａ当たり

令和２年産


